
 

 

財務諸表に対する注記 

 

 

 
１． 重要な会計方針 

 
(１)  有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券･･････償却原価法（定額法）によっている。 

② 満期保有目的の債券以外の有価証券 

時価のあるもの･･････期末日の市場価格等に基づく時価法 

 
(２)  固定資産の減価償却の方法 

什器備品･････････定額法によっている。 

建物附属設備･･････定額法によっている。 

 
(３)  引当金の計上基準 

退職給付引当金･･････期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。 

(４)  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税込方式によっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



２．特定資産の増減額及びその残高
（単位：円）

科 目 前期末残高 当 期 末 残 高

特定資産

入会預り金資産 1,300,000,000 1,300,000,000

異常補塡積立資産 72,033,316,922 72,040,018,560

退職給付引当資産 39,883,450 36,577,555

合 計 73,373,200,372 73,376,596,115

３．特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

科 目 当期末残高
（ う ち 負 債 に
対 応 す る 額 ）

特定資産

入会預り金資産 1,300,000,000 1,300,000,000

異常補塡積立資産 72,040,018,560 110,611

退職給付引当資産 36,577,555 36,577,555

合 計 73,376,596,115 1,336,688,166

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科 目

什器備品

建物附属設備

合 計

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 （単位：円）

種 類 及 び 銘 柄

第118回利付国債   （125,930万円）

第61回利付国債     （200,000万円）

第147回利付国債   （100,000万円）

合 計

※3月31日の時価については、財務諸表に対する注記の次頁に添付。

4,594,755 4,127,151 467,604

帳簿価額 時価

2,000,000,000 2,044,600,000 44,600,000

評価損益

4,295,218,424 4,700,829,470 405,611,046

1,278,362,704 1,483,329,470 204,966,766

1,172,900,000 156,044,2801,016,855,720

3,760,236 3,572,225 188,011

554,926 279,593834,519

72,039,907,949 0

0 0

減価償却累計額 当期末残高

72,039,907,949 0

取得価額

2,415,705 5,721,600

551,664,291,509

0 0

551,561,932,462

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

551,660,895,766

551,555,230,824

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

当期増加額 当期減少額

99,943,342 99,943,342



６．引当金の明細

引当金の当期の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 39,883,450 2,415,705 5,721,600 0 36,577,555

７．資産除去債務の増減及び残高

賃貸借契約終了時に原状回復義務のある賃借事務所に係る原状回復費用見込額の増減額及び残高は次のとおりである。

なお、計上は保証金を減額する方法によっている。 （単位：円）

資産除去債務 331,200 43,200 0 374,400

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

補 助 金 等 の 名 称 交 付 者 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高
貸借対照表上の

記 載 区 分

補助金

異常補塡準備財産 農林水産省 40,010,252,332 35,047,852 28,658,129 40,016,642,055 指定正味財産

40,010,252,332 35,047,852 28,658,129 40,016,642,055

９．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

(1)異常補塡準備財産補助金勘定

当期減少額

合　　　　　　　　　　　計

当期増加額

28,658,129

科目 期末残高

金 額

目的達成による指定解除

科 目

合　　　　　　　　　　　　計

８.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及びその残高

期首残高

当期増加額 当期末残高当期減少額科目 期首残高

28,658,129


